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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

      以下本報告書における金額には消費税等は含まれておりません。 

        ２．第59期中より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。 

        ３．第59期中以降の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

    ４．第58期以降の各指標には、平成17年12月１日付で行った、当社の一部の子会社等の経営指導・管理等を㈱バ

ンダイナムコホールディングスに承継させる会社分割、及び、平成18年３月31日付で行った、当社のゲーム

コンテンツ事業を㈱ナムコ（現㈱バンダイナムコゲームス）に承継させる会社分割による影響が含まれてお

ります。 

回次 第58期中 第59期中 第60期中 第58期 第59期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高(百万円) 134,645 67,106 62,729 274,391 136,227 

経常利益(百万円) 15,946 5,853 3,135 36,486 9,642 

中間（当期）純利益(百万円) 5,607 3,317 1,409 15,839 6,945 

純資産額(百万円) 137,866 54,708 54,366 50,530 56,287 

総資産額(百万円) 245,617 103,332 91,538 105,227 98,727 

１株当たり純資産額(円) 1,393.17 552.84 547.80 508.63 568.79 

１株当たり中間(当期)純利益金額

(円) 
56.76 33.52 14.24 158.21 70.19 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額(円) 
56.74 － － 158.19 － 

自己資本比率(％) 56.1 52.9 59.2 48.0 57.0 

営業活動による 

キャッシュ・フロー(百万円) 
15,776 5,665 263 35,568 13,145 

投資活動による 

キャッシュ・フロー(百万円) 
△17,760 △6,848 △2,467 △22,145 △3,396 

財務活動による 

キャッシュ・フロー(百万円) 
△2,754 △6,000 △4,263 △24,912 △11,989 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高(百万円) 
82,938 14,479 13,610 21,660 19,428 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）(名) 

3,122 

(3,405) 

1,445 

(971) 

1,463 

(881) 

1,339 

(810) 

1,421 

(966) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

２．第58期以降の各指標には、平成17年12月１日付で行った、当社の一部の子会社等の経営指導・管理等を㈱バ

ンダイナムコホールディングスに承継させる会社分割、及び、平成18年３月31日付で行った、当社のゲーム

コンテンツ事業を㈱ナムコ（現㈱バンダイナムコゲームス）に承継させる会社分割による影響が含まれてお

ります。 

３．第59期中より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。  

２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。 

 また、当中間連結会計期間において、㈱プレックスを存続会社として㈱ポピーは㈱プレックスと合併いたしまし

た。さらに、㈱バナレックス（存続会社）と㈱ナムコ・サポーターズは合併し、社名を㈱バンダイナムコビジネスサ

ービスに変更しました。 

  

回次 第58期中 第59期中 第60期中 第58期 第59期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高(百万円) 67,899 58,221 51,959 145,723 115,836 

経常利益(百万円) 7,199 5,456 3,883 17,709 9,271 

中間（当期）純利益(百万円) 4,172 3,002 2,056 9,515 6,923 

資本金(百万円) 24,664 24,664 24,664 24,664 24,664 

発行済株式総数(株) 98,958,764 98,958,764 98,958,764 98,958,764 98,958,764 

純資産額(百万円) 98,699 53,976 54,455 50,105 55,866 

総資産額(百万円) 153,066 96,848 87,428 100,224 93,318 

１株当たり配当額(円) 170.00 10.00 － 170.00 45.00 

自己資本比率(％) 64.5 55.7 62.3 50.0 59.9 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）（名） 

994 

(178) 

1,013 

(187) 

1,019 

(185) 

950 

(180) 

1,006 

(185) 



３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、連結子会社であった㈱ポピーは、㈱プレックスを存続会社とする合併の実施によ

り、関係会社ではなくなりました。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況                                  平成19年９月30日現在

 （注）１．従業員数は就業人員であります。 

２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。 

３．「全社（共通）」の従業員数は、当社の管理部門等の人員であります。 

  

(2）提出会社の状況                                 平成19年９月30日現在

 （注）１．従業員数は就業人員であります。 

２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

(3）労働組合の状況 

 当社及び連結子会社における労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

事業区分 従業員数（名） 

トイホビー事業 1,245 (788) 

その他事業 53 (60) 

全社（共通） 165 (33) 

合計 1,463 (881) 

従業員数（名） 1,019 (185) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益と設備投資が堅調に推移するとともに、雇用環境にも改

善傾向が見受けられました。ただし、個人住民税の負担増やガソリン高などを背景に消費者マインドは低下傾向

にあり、加えて米国の低所得者向け住宅融資問題に端を発した世界経済の変調懸念など、景気の先行きは楽観で

きない状況が続いております。 

 このような環境の中、バンダイナムコグループは前連結会計年度よりスタートしました３ヵ年の中期経営計画

に基づき、「ポートフォリオ経営の強化・充実・拡大」を推進しており、当社グループでは国内におけるトイホ

ビー事業を中心に展開しております。 

 事業の状況につきましては、「仮面ライダー電王」の男児キャラクター玩具や、「Yes！プリキュア５」の女

児キャラクター玩具が好調に推移するとともに、「データカードダス」では、新たに「大怪獣バトル ULTRA  

MONSTERS」「百獣大戦 アニマルカイザー」を投入しターゲットの拡大を図りました。しかしながら、「たまご

っちプラス」シリーズやデータカードダスを中心に大変好調に推移した前年同期には及びませんでした。 

 この結果、当中間連結会計期間の業績は売上高62,729百万円（前年同期比 6.5％減）、営業利益2,876百万円

（前年同期比 48.1％減）、経常利益3,135百万円（前年同期比 46.4％減）、中間純利益は1,409百万円（前年同

期比 57.5%減）となりました。 

 事業ごとの業績を示すと、次のとおりであります。 

（トイホビー事業） 

 トイホビー事業につきましては、「仮面ライダー電王」の男児キャラクター玩具や「Yes！プリキュア５」の

女児キャラクター玩具が好調に推移するとともに、「機動戦士ガンダム」シリーズの模型商材が好調に推移する

など、定番キャラクター商材が堅調に推移いたしました。また、東京おもちゃショーでの発表以来、多くのメデ

ィア等で取り上げられた「∞（むげん）プチプチ」など、話題性のある商品の発信も行ってまいりました。 

 また、菓子売場発のオリジナルキャラクター商品「神羅万象チョコ」が引き続き高い販売数を維持するととも

に、カプセル、アパレル、日用品等の様々な分野におきましても積極的な他社とのコラボレーション展開によ

り、それぞれ事業拡大を図ってまいりました。 

 しかしながら「データカードダス」では、「大怪獣バトル ULTRA MONSTERS」「百獣大戦 アニマルカイザー」

を投入しターゲットの拡大を図ったものの、女児に向けた新機種の投入がなかったことなどから、大変好調に推

移した前年同期には及びませんでした。 

 この結果、売上高60,818百万円（前年同期比 7.8％減）、営業利益2,813百万円（前年同期比 48.6％減）とな

りました。 

（その他事業） 

 その他事業につきましては、人材派遣、リース、金融及びビルマネジメント業で構成されており、事業の効率

化などに取り組んだ結果、売上高1,911百万円（前年同期比 63.7％増）、営業利益38百万円（前年同期比 15.6 

％減）となりました。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前中間連結会計期間末に

比べ869百万円減少し、13,610百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は263百万円（前年同期比95.3％減）となりました。これは主に法人税の支払額が

2,590百万円（前年同期は982百万円）となった等の減少要因はあったものの、税金等調整前当期純利益が3,274百

万円（前年同期は5,702百万円）計上されたことにより資金が増加いたしました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は2,467百万円（前年同期比64.0％減）となりました。これは貸付金の回収による

収入が5,561百万円あったものの、有形・無形固定資産の取得による支出が4,429百万円（前年同期は6,246百万

円）、貸付による支出が3,271百万円（前年同期290百万円）あったこと等によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は4,263百万円（前年同期比28.9％減）となりました。これは短期借入金が800百万

円減少（前年同期は6,000百万円の減少）したことや配当金の支払いが3,463百万円あったことによるものです。 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

増減額 
前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

営業活動による 

キャッシュ・フロー 

（百万円） 

5,665 263 △5,401 13,145 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

（百万円） 

△6,848 △2,467 4,380 △3,396 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

（百万円） 

△6,000 △4,263 1,736 △11,989 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高（百万円） 

14,479 13,610 △869 19,428 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額は製造原価によって表示しております。 

２．上記金額には商品化権使用料が含まれております。 

  

(2）受注実績 

 当中間連結会計期間における受注実績を事業ごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．事業区分間の取引については相殺消去しております。 

    ２．主要な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

事業区分 生産高（百万円） 前年同期比（％） 

トイホビー事業 3,584 △10.7 

合計 3,584 △10.7 

事業区分 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高(百万円) 前年同期比（％） 

トイホビー事業 450 △11.6 80 △12.8 

合計 450 △11.6 80 △12.8 

事業区分 販売高（百万円） 前年同期比（％） 

トイホビー事業 60,818 △7.8 

その他事業 1,911 63.7 

合計 62,729 △6.5 

相手先 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
  至 平成19年９月30日） 

販売高(百万円) 割合（％） 販売高(百万円) 割合（％） 

㈱ハピネット 16,570 24.7 15,366 24.5



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）の事業上及び財務上の対処すべき課題につい

て重要な変更又は新たに生じた課題はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。 

５【研究開発活動】 

 当社及び連結子会社は、市場変化に迅速に対応し、より収益性の高い魅力ある製品・サービスを提供するために積

極的な研究開発活動を行なっております。 

 当社グループの事業の根幹であるキャラクターマーチャンダイジングをより一層発展させるため、「機動戦士ガン

ダム」シリーズに代表されるバンダイナムコグループオリジナルキャラクターの開発・育成を積極的に推し進め、そ

の手法といたしましても、従来の映像・メディア発による創造に留まらず、商品発のキャラクター創造等の取り組み

も継続して進めております。 

 また、商品開発につきましては、新素材や新技術を取り入れた安全かつ高付加価値な商品・低コストの商品開発

や、環境負荷低減のための商品パッケージのリデュース等にも取り組んでおります。 

 なお、当中間連結会計期間における研究開発費を事業ごとに示すと、次のとおりであります。 

契約会社名 相手先名 国名 契約内容 契約期間 

㈱バンダイ 
㈱バンダイナムコホール

ディングス 
日本 

㈱バンダイナムコホールディングスが㈱

バンダイに対して行う経営管理・指導に

関する契約 

平成19年７月１日から 

平成21年６月30日まで 

事業区分 金額（百万円） 

トイホビー事業 3,172 

合計 3,172 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、当社は、所有しておりました土地の一部を売却しております。その内容は次のとお

りであります。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。 

   （注）今後の所要金額272百万円については、自己資金により充当する予定であります。 

事業所名 
（所在地） 

事業区分 設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員数 
（名） 建物及び

建築物 

機械装置
及び 

運搬具 

土地 
(面積千㎡) 

工具器具
及び備品 

ソフト 
ウェア 

合計 

バンダイホビーセンター 

（静岡県静岡市） 
トイホビー事業 生産設備 － － 

160 

(2) 
－ － 160 

－ 

(－) 

事業区分 会社名 設備の内容 
予算金額 
（百万円） 

既支払額 
（百万円） 

今後の所要
金額 
（百万円） 

着手年月 完成予想年月 

トイホビー事業 提出会社 営業設備 272 － 272 平成19年11月 平成21年２月 

計 272 － 272 － － 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）当社の株式を譲渡により取得する場合には、取締役会の承認を要する旨定款に定めております。 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 360,000,000 

計 360,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月18日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 98,958,764 98,958,764 非上場 － 

計 98,958,764 98,958,764 － － 



(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5）【大株主の状況】 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】                                 平成19年９月30日現在 

  

②【自己株式等】                                  平成19年９月30日現在 

２【株価の推移】 

 当社株式は非上場でありますので、該当事項はありません。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成19年４月１日～  

平成19年９月30日 

  

－ 98,958,764 － 24,664 － 6,397 

平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

㈱バンダイナムコホールディ

ングス 
東京都港区港南2-16-2 98,958 100.0 

計 － 98,958 100.0 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等）     － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 98,958,764 98,958,764 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 98,958,764 － － 

総株主の議決権 － 98,958,764 － 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平

成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中

間財務諸表について、あずさ監査法人による中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金     14,478     13,710     19,428  

２．受取手形及び売掛
金 

※３   26,245     25,908     25,960  

３．親会社株式      13,164     －     －  

４．たな卸資産     4,088     4,625     3,326  

５．繰延税金資産     1,836     1,755     2,488  

６．その他     3,551     6,343     8,738  

７．貸倒引当金     △108     △11     △129  

流動資産合計     63,256 61.2   52,331 57.2   59,812 60.6 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

(1）建物及び構築物 ※２ 7,564     7,411     7,321    

(2）工具器具及び備
品   10,545     8,919     9,886    

(3）土地   12,887     12,158     12,319    

(4）その他 ※２ 1,181 32,179   1,068 29,558   980 30,508  

２．無形固定資産                    

(1）のれん   199     334     380    

(2）その他   3,726 3,926   5,286 5,620   4,364 4,745  

３．投資その他の資産                    

(1）投資有価証券   906     1,875     1,516    

(2）繰延税金資産   1,602     874     964    

(3）その他   1,980     1,986     1,937    

(4）貸倒引当金   △519 3,969   △708 4,027   △757 3,660  

固定資産合計     40,075 38.8   39,206 42.8   38,914 39.4 

資産合計     103,332 100.0   91,538 100.0   98,727 100.0 

                     
 



   
前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形及び買掛
金 

※３   16,157     14,173     14,837  

２．短期借入金     2,000     1,200     2,000  

３．１年以内償還予定
の社債     5,000     10,000     10,000  

４．未払金     7,619     6,159     7,610  

５．未払法人税等     2,287     913     2,202  

６．事業整理損失引当
金     147     60     －  

７．役員賞与引当金     90     108     189  

８．返品調整引当金     －     83     －  

９．その他     4,029     2,903     4,517  

流動負債合計     37,332 36.2   35,602 38.9   41,357 41.9 

Ⅱ 固定負債                    

１．社債     10,000     －     －  

２．再評価に係る繰延
税金負債     690     591     591  

３．退職給付引当金     346     417     382  

４．役員退職慰労引当
金     135     －     －  

５．その他     119     559     108  

固定負債合計     11,291 10.9   1,568 1.7   1,082 1.1 

負債合計     48,623 47.1   37,171 40.6   42,440 43.0 

                     

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     24,664     24,664     24,664   

２．資本剰余金     6,397     6,397     6,397   

３．利益剰余金     43,560     43,971     46,025   

株主資本合計     74,621 72.2   75,033 82.0   77,087 78.1 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評
価差額金 

    1,526     462     475   

２．繰延ヘッジ損益     18     0     10   

３．土地再評価差額金     △21,459     △21,286     △21,286   

評価・換算差額等合
計 

    △19,913 △19.3   △20,823 △22.8   △20,800 △21.1 

Ⅲ 少数株主持分     － －   156 0.2   － － 

純資産合計     54,708 52.9   54,366 59.4   56,287 57.0 

負債純資産合計     103,332 100.0   91,538 100.0   98,727 100.0 

                     



②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     67,106 100.0   62,729 100.0   136,227 100.0 

Ⅱ 売上原価     40,058 59.7   38,567 61.5   82,780 60.8 

売上総利益     27,047 40.3   24,162 38.5   53,447 39.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   21,507 32.0   21,286 33.9   44,607 32.7 

営業利益     5,540 8.3   2,876 4.6   8,840 6.5 

Ⅳ 営業外収益                    

１．受取利息   16     48     47    

２．受取配当金   118     8     203    

３．賃貸料収入   266     171     504    

４．業務受託収入   －     60     127    

５．その他   103 504 0.7 108 396 0.6 231 1,115 0.8 

Ⅴ 営業外費用                    

１．支払利息   57     42     115    

２．貸与資産経費   128     80     186    

３．その他   6 191 0.3 14 137 0.2 11 313 0.2 

経常利益     5,853 8.7   3,135 5.0   9,642 7.1 

Ⅵ 特別利益                    

１．固定資産売却益 ※２ 1     6     211    

２．投資有価証券売却
益   3     0     5    

３．貸倒引当金戻入額   33     120     8    

４．国庫補助金等収入   102     －     102    

５．株式報酬受入益   100     182     100    

６．持分変動損益   －     36     －    

７．その他   － 239 0.4 － 347 0.5 1,997 2,425 1.8 

Ⅶ 特別損失                    

１．固定資産売却損 ※３ －     2     －    

２．固定資産除却損 ※４ 122     125     266    

３．減損損失 ※５ －     20     486    

４．固定資産圧縮損   100     －     100    

５．事業整理損失引当
金繰入額 

  －     60     －    

６．貸倒引当金繰入額   168     －     313    

７．その他  ※６ － 390 0.6 0 207 0.3 377 1,543 1.2

税金等調整前中間
（当期）純利益     5,702 8.5   3,274 5.2   10,524 7.7 

法人税、住民税及
び事業税   2,252     1,011     3,035    

法人税等調整額   133 2,385 3.6 859 1,870 3.0 542 3,578 2.6 

少数株主損失     － －   5 0.0   － － 

中間（当期）純利
益     3,317 4.9   1,409 2.2   6,945 5.1 

                     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月1日 至平成18年９月30日） 

（注）定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高（百万円） 24,664 6,397 40,440 71,502 

中間連結会計期間中の変動額        

役員賞与（注）     △197 △197 

中間純利益     3,317 3,317 

株主資本以外の項目の中間連結会計期間中

の変動額（純額） 
  

中間連結会計期間中の変動額合計（百万円） － － 3,119 3,119 

平成18年９月30日 残高（百万円） 24,664 6,397 43,560 74,621 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
土地再評価差額
金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高（百万円） 487 － △21,459 △20,971 50,530 

中間連結会計期間中の変動額          

役員賞与（注）         △197 

中間純利益         3,317 

株主資本以外の項目の中間連結会計期間中

の変動額（純額） 
1,038 18 － 1,057 1,057 

中間連結会計期間中の変動額合計（百万円） 1,038 18 － 1,057 4,177 

平成18年９月30日 残高（百万円） 1,526 18 △21,459 △19,913 54,708 



当中間連結会計期間（自平成19年４月1日 至平成19年９月30日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高（百万円） 24,664 6,397 46,025 77,087 

中間連結会計期間中の変動額        

剰余金の配当     △3,463 △3,463 

中間純利益     1,409 1,409 

株主資本以外の項目の中間連結会計期間中

の変動額（純額） 
  

中間連結会計期間中の変動額合計（百万円） － － △2,054 △2,054 

平成19年９月30日 残高（百万円） 24,664 6,397 43,971 75,033 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

繰延ヘッジ損
益 

土地再評価差
額金 

評価・換算差
額等合計 

平成19年３月31日 残高（百万円） 475 10 △21,286 △20,800 － 56,287 

中間連結会計期間中の変動額            

剰余金の配当           △3,463 

中間純利益           1,409 

株主資本以外の項目の中間連結会計期間中

の変動額（純額） 
△12 △10 － △22 156 134 

中間連結会計期間中の変動額合計（百万円） △12 △10 － △22 156 △1,920 

平成19年９月30日 残高（百万円） 462 0 △21,286 △20,823 156 54,366 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年４月1日 至平成19年３月31日） 

 （注）定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

24,664 6,397 40,440 71,502 

連結会計年度中の変動額        

剰余金の配当     △989 △989 

役員賞与（注）     △197 △197 

当期純利益     6,945 6,945 

土地再評価差額金取崩額     △173 △173 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

        

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 5,585 5,585 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

24,664 6,397 46,025 77,087 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金 
評価・換算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

487 － △21,459 △20,971 50,530 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当         △989 

役員賞与（注）         △197 

当期純利益         6,945 

土地再評価差額金取崩額         △173 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△12 10 173 170 170 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△12 10 173 170 5,756 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

475 10 △21,286 △20,800 56,287 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

       

税金等調整前中間（当
期）純利益 

  5,702 3,274 10,524 

減価償却費   3,002 4,172 8,202 

減損損失   － 20 486 

のれん償却額   28 46 98 

貸倒引当金の増減額（減
少：△） 

  136 △167 395 

事業整理損失引当金の増
減額（減少：△） 

  － 60 △147 

役員賞与引当金の増減額
（減少：△） 

  89 △81 188 

返品調整引当金の増減額
（減少：△） 

  － 83 － 

退職給付引当金の増減額
（減少：△） 

  △15 35 △60 

役員退職慰労引当金の増
減額（減少：△） 

  △185 － △321 

受取利息及び受取配当金   △135 △56 △251 

支払利息   57 42 115 

為替差損益（差益：△）   △1 △6 △8 

固定資産除却損   122 125 266 

固定資産売却損益（売却
益：△） 

  △0 △4 △211 

投資有価証券売却損益
（売却益：△） 

  △3 △0 73 

親会社株式売却益   － － △1,983 

売上債権の増減額（増
加：△） 

  2,295 135 2,610 

たな卸資産の増減額（増
加：△） 

  △867 △1,297 △105 

仕入債務の増減額（減
少：△） 

  △1,992 △663 △3,311 

未払金の増減額（減少：
△） 

  △1,461 △1,500 △1,470 

未払消費税等の増減額
（減少：△） 

  266 △601 653 

役員賞与の支払額   △197 － △197 

その他   △266 △769 △610 

小計   6,573 2,845 14,935 

利息及び配当金の受取額   136 54 249 

利息の支払額   △62 △45 △111 

法人税等の支払額   △982 △2,590 △1,927 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
  5,665 263 13,145 

 



   
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動による 

キャッシュ・フロー 
       

定期預金の預入れによる
支出 

  － △100 － 

親会社株式売却による収
入 

  － － 12,639 

有形固定資産の取得によ
る支出 

  △4,898 △2,782 △8,455 

有形固定資産の売却によ
る収入 

  0 176 507 

無形固定資産の取得によ
る支出 

  △1,347 △1,646 △2,806 

投資有価証券の取得によ
る支出 

  △40 △403 △51 

投資有価証券の売却によ
る収入 

  3 18 58 

連結の範囲の変更を伴う
子会社株式の取得による
支出 

  △318 － △318 

貸付けによる支出   △290 △3,271 △5,400 

貸付金の回収による収入   45 5,561 108 

その他   △2 △20 322 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △6,848 △2,467 △3,396 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

       

短期借入金の増減額（純
額）（減少：△） 

  △6,000 △800 △6,000 

社債の償還による支出   － － △5,000 

配当金の支払額   － △3,463 △989 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  △6,000 △4,263 △11,989 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

  1 6 8 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減
額（減少：△） 

  △7,181 △6,460 △2,231 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首
残高 

  21,660 19,428 21,660 

Ⅶ 連結子会社合併に伴う現金
及び現金同等物の増加 

  － 642 － 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高 

※ 14,479 13,610 19,428 

         



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社 

 連結子会社の数 ８社 

 連結子会社の名称 

㈱メガハウス 

㈱ポピー 

㈱セイカ 

㈱バナレックス 

㈱シーズ 

㈱プレックス 

㈱サンリンク 

㈱シー・シー・ピー 

 なお、㈱シー・シー・ピーは

株式を取得し子会社となったた

め、当中間連結会計期間より連

結の範囲に加えております。 

(1）連結子会社 

 連結子会社の数 ７社 

 連結子会社の名称 

㈱メガハウス 

㈱セイカ 

㈱バンダイナムコビジネス

サービス 

㈱シーズ 

㈱プレックス 

㈱サンリンク 

㈱シー・シー・ピー 

 なお、㈱ポピーは㈱プレック

スとの合併により、連結の範囲

から除外し、㈱バナレックスは

㈱ナムコ・サポーターズとの合

併により、㈱バンダイナムコビ

ジネスサービスに社名を変更し

ております。 

(1）連結子会社 

連結子会社の数 ８社 

連結子会社の名称 

㈱メガハウス 

㈱ポピー 

㈱セイカ 

㈱バナレックス 

㈱シーズ 

㈱プレックス 

㈱サンリンク 

㈱シー・シー・ピー 

 なお、㈱シー・シー・ピーは

株式を取得し子会社となったた

め、当連結会計年度より連結の

範囲に加えております。 

  (2）非連結子会社 

 子会社のうち、㈱サンリンク

九州等の８社については、合計

の総資産、売上高、中間純損益

（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等はい

ずれも中間連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないため、

連結の範囲から除外しておりま

す。 

(2）非連結子会社 

 子会社のうち、㈱サンリンク

九州等の６社については、合計

の総資産、売上高、中間純損益

（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等はい

ずれも中間連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないため、

連結の範囲から除外しておりま

す。 

(2）非連結子会社 

 子会社のうち、㈱サンリンク

沖縄等の７社については、合計

の総資産、売上高、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等はい

ずれも連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないため連結の

範囲から除外しております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

  持分法を適用していない非連

結子会社及び関連会社 

 非連結子会社（８社）及び関

連会社（１社）はそれぞれ中間

連結純損益及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体として重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除外

しております。 

  持分法を適用していない非連

結子会社及び関連会社 

 非連結子会社（６社）及び関

連会社（３社）はそれぞれ中間

連結純損益及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体として重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除外

しております。 

  持分法を適用していない非連

結子会社及び関連会社 

 非連結子会社（７社）及び関

連会社（１社）は連結純損益及

び利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体として

重要性がないため持分法の適用

範囲から除外しております。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社のうち中間決算日が

９月30日の会社 

㈱シー・シー・ピー 

 連結子会社のうち中間決算日が

８月31日の会社 

㈱メガハウス 

㈱ポピー 

㈱セイカ 

㈱バナレックス 

㈱シーズ 

㈱プレックス 

㈱サンリンク 

 いずれの中間決算日も中間連結

決算日との差異が３ヵ月以内であ

るので、当該中間決算に基づく中

間財務諸表を使用し、中間連結決

算日との間に生じた重要な取引に

ついては連結上必要な調整を行っ

ております。 

 すべての連結子会社の中間決算

日は、８月末日であります。 

 中間連結財務諸表の作成に当た

っては、中間決算日現在の中間財

務諸表を使用し、中間連結決算日

との間に生じた重要な取引につい

ては連結上必要な調整を行ってお

ります。 

 すべての連結子会社の決算日

は、２月末日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たって

は、同決算日現在の財務諸表を使

用し、連結決算日との間に生じた

重要な取引については連結上必要

な調整を行っております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定しておりま

す。） 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定しておりま

す。） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

 ただし投資事業有限責任

組合及びこれに類する組合

への出資については組合財

産の持分相当額を投資有価

証券として計上し、組合の

営業により獲得した損益の

持分相当額を当期の損益と

して計上しております。  

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  ② デリバティブ 

 時価法 

② デリバティブ 

同左 

② デリバティブ 

同左 

  ③ たな卸資産 

 主として総平均法による原

価法 

③ たな卸資産 

同左 

③ たな卸資産 

同左 

  (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

 主として定率法 

 ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物（建物附属

設備を除く。）については定

額法 

 なお、主な耐用年数は、以

下のとおりであります。 

建物及び構築物  ３～50年 

工具器具及び備品 ２～20年 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

 主として定率法 

 ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物（建物附属

設備を除く。）については定

額法 

 なお、主な耐用年数は、以

下のとおりであります。 

建物及び構築物  ３～50年 

工具器具及び備品 ２～20年 

（会計方針の変更） 

 当社及び連結子会社は、法

人税法の改正に伴い、当中間

連結会計期間より、平成19年

４月１日以降に取得した有形

固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却の

方法に変更しております。 

 これにより営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純

利益は、それぞれ182百万円減

少しております。 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

 主として定率法 

 ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物（建物附属

設備を除く。）については定

額法 

 なお、主な耐用年数は、以

下のとおりであります。 

建物及び構築物  ３～50年 

工具器具及び備品 ２～20年 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    （追加情報） 

 当社は、法人税法の改正に

伴い、平成19年３月31日以前

に取得した資産については、

改正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により取

得価額の５％に到達した連結

会計年度の翌連結会計年度よ

り、取得価額の５％相当額と

備忘価額との差額を５年間に

わたり均等償却しておりま

す。 

 これにより営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純

利益は、それぞれ53百万円減

少しております。 

 

  ② 無形固定資産…定額法 

 なお、主な耐用年数は、以

下のとおりであります。 

ソフトウェア（自社利用分）

５年 

② 無形固定資産…定額法 

 なお、主な耐用年数は、以

下のとおりであります。 

ソフトウェア（自社利用分）

１～５年 

② 無形固定資産…定額法 

同左 

  (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権及び破産更生債権に

ついては個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 事業整理損失引当金 

 事業の整理に伴う損失に備

えるため、当社及び連結子会

社が負担することとなる損失

見込額を計上しております。 

② 事業整理損失引当金 

 事業の整理に伴う損失に備

えるため、当社が負担するこ

ととなる損失見込額を計上し

ております。 

    ────── 

  ③ 役員賞与引当金 

 当社及び連結子会社は役員

賞与の支出に備えて、当連結

会計年度における支給見込額

の当中間連結会計期間負担額

を計上しております。 

（会計方針の変更） 

 当中間連結会計期間より、

「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４号 

平成17年11月29日）を適用し

ております。 

 これにより営業利益、経常

利益、税金等調整前中間純利

益及び中間純利益は、それぞ

れ89百万円減少しておりま

す。 

③ 役員賞与引当金 

 当社及び連結子会社は役員

賞与の支出に備えて、当連結

会計年度における支給見込額

の当中間連結会計期間負担額

を計上しております。 

② 役員賞与引当金 

 当社及び連結子会社は役員

賞与の支出に備えて、当連結

会計年度における支給見込額

に基づき計上しております。 

（会計方針の変更） 

 当連結会計年度より、「役

員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号 平成

17年11月29日）を適用してお

ります。 

 これにより営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純

利益は、それぞれ188百万円減

少しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

      ────── ④ 返品調整引当金 

 当社及び一部の連結子会社

は、中間連結会計期間末後の返

品損失に備えるため、過去の返

品実績により見積もった当中間

連結会計期間負担額を計上して

おります。 

（追加情報） 

 従来、返品に伴う損失は返品

を受けた期の売上高の控除とし

て処理しておりましたが、今後

金額的重要性が増すことが考え

られるため、当中間連結会計期

間から過去の返品実績により見

積もった返品損失負担額を返品

調整引当金として計上する方法

に変更いたしました。 

 これにより売上総利益、営業

利益、経常利益及び税金等調整

前中間純利益は、それぞれ83百

万円減少しております。 

    ────── 

  ④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

 なお、数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理しております。 

⑤ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

 なお、数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（９～10年）に

よる定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理しております。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（11年）による

按分額を費用処理することとし

ております。 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

 なお、数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（９～10年）に

よる定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理しております。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（11年）による

按分額を費用処理することとし

ております。 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

 一部の連結子会社は役員退職

慰労金の支出に備えるため、内

規に基づく中間期末要支給額を

計上しております。 

    ──────     ────── 

      （追加情報） 

 一部の連結子会社は、当連結会

計年度において役員退職慰労金制

度を廃止いたしました。 

 なお、従来の制度による未払分

については、流動負債の「未払

金」及び固定負債の「その他」に

含めて表示しております。 

  (4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

同左 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理に 

よっております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によってお

ります。 

 なお、為替予約については

振当処理の要件を充たしてい

る場合には振当処理を行って

おります。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

…為替予約 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

…同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

…同左 

  ・ヘッジ対象 

…外貨建債権債務及び予定

取引 

・ヘッジ対象 

…同左 

・ヘッジ対象 

…同左 

  ③ ヘッジ方針 

 事業活動に伴う為替変動に

よるリスクを低減させること

を目的としております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ有効性の判定は、原

則としてヘッジ開始時から有

効性判定時点までの期間にお

いて、ヘッジ対象の相場変動

又はキャッシュ・フロー変動

の累計とヘッジ手段の相場変

動又はキャッシュ・フロー変

動の累計とを比較し、両者の

変動額等を基礎にして判断し

ております。 

 ただし、ヘッジ手段とヘッ

ジ対象の資産・負債又は予定

取引に関する重要な条件が同

一である場合には、有効性が

100％であることが明らかであ

るため、有効性の判定は省略

しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  (7）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

(7）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

(7）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

  ② 圧縮積立金等の取扱い 

 中間連結会計期間に係る納

付税額及び法人税等調整額

は、圧縮積立金等の取崩しを

前提として、当中間連結会計

期間に係る金額を計算してお

ります。 

────── ────── 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヵ月以内に満期日の到来

する流動性が高く、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない短

期的な投資を現金及び現金同等物

としております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は54,689百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間連結財務諸表規則の改正

に伴い、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成しております。    

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は56,276百万円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結

貸借対照表の純資産の部については、

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の連結財務諸表規則により作成して

おります。 

（ストック・オプション等に関する会

計基準）  

 当中間連結会計期間より、「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準」

（企業会計基準第８号 平成17年12月

27日）及び「ストック・オプション等

に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第11号 平成18年５

月31日）を適用しております。 

 これにより営業利益及び経常利益

は、それぞれ100百万円減少しており

ますが、税金等調整前中間純利益及び

中間純利益に影響はありません。 

────── （ストック・オプション等に関する会

計基準）  

 当連結会計年度より、「ストック・

オプション等に関する会計基準」（企

業会計基準第８号 平成17年12月27

日）及び「ストック・オプション等に

関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第11号 平成18年５月

31日）を適用しております。 

 これにより営業利益及び経常利益

は、それぞれ100百万円減少しており

ますが、税金等調整前当期純利益及び

当期純利益に影響はありません。 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（中間連結貸借対照表） 

 １．前中間連結会計期間まで中間連結貸借対照表におい

て有形固定資産の「その他」に含めて表示しておりま

した工具器具及び備品は、当中間連結会計期間におい

て資産の総額の100分の５を超えたため、「工具器具

及び備品」として区分掲記することに変更いたしまし

た。 

     なお、前中間連結会計期間における有形固定資産の

「その他」に含まれる工具器具及び備品は、9,611百万

円であります。 

  ２．前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」と

して掲記されていたものは、当中間連結会計期間から

「のれん」と表示しております。 

（中間連結貸借対照表） 

────── 

（中間連結損益計算書） 

  １．前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました

「業務受託収入」（当中間連結会計期間は47百万円）

は、営業外収益の総額の100分の10以下となったため、

営業外収益の「その他」に含めて表示することにいた

しました。 

 ２．前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました

「為替差益」（当中間連結会計期間は12百万円）は、

営業外収益の総額の100分の10以下となったため、営業

外収益の「その他」に含めて表示することにいたしま

した。 

（中間連結損益計算書） 

   前中間連結会計期間まで営業外収益の「その他」に

含めて表示しておりました業務受託収入は、当中間連

結会計期間において、営業外収益の総額の100分の10を

超えたため、「業務受託収入」として区分掲記するこ

とにいたしました。 

 なお、前中間連結会計期間における営業外収益の

「その他」に含まれる業務受託収入は47百万円であり

ます。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却額」

として掲記されていたものは、当中間連結会計期間から

「のれん償却額」と表示しております。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

────── 



追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

─────── ─────── （固定資産の耐用年数の変更） 

 従来、データカードダスの筐体及

びソフトウェアについては、耐用年

数５年として減価償却を行ってきま

したが、競争激化による商品サイク

ルの短縮化に伴い、当連結会計年度

より筐体については３年、ソフトウ

ェアについては１年に耐用年数を変

更いたしました。 

 この変更により、販売費及び一般

管理費に減価償却費を560百万円追加

計上するとともに、過年度分につい

て特別損失に「固定資産臨時償却

費」を246百万円計上しました。この

結果、従来の耐用年数によった場合

と比べ、営業利益及び経常利益はそ

れぞれ560百万円減少し、税金等調整

前当期純利益は806百万円減少してお

ります。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

          35,255百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

          40,720百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額      

                38,355百万円 

※２．圧縮記帳 

  圧縮記帳により次の金額を取得

価額から控除しております。 

内訳 金額 

建物及び構築物  73百万円 

その他（機械及び装置） 26 

合計 100 

※２．圧縮記帳 

同左 

※２．圧縮記帳 

同左 

※３．中間連結会計期間末日満期手形 

 中間連結会計期間末日満期手形

の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理をしておりま

す。なお、当中間連結会計期間の

末日は金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日満

期手形が中間連結会計期間末残高

に含まれております。 

受取手形      149百万円 

支払手形       22百万円 

※３．中間連結会計期間末日満期手形

 中間連結会計期間末日満期手形

の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理をしておりま

す。なお、当中間連結会計期間の

末日は金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日満

期手形が中間連結会計期間末残高

に含まれております。 

受取手形      178百万円 

  

※３．連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日満期手形の会

計処理については、手形交換日を

もって決済処理をしております。

なお、当連結会計年度末日が金融

機関の休日であったため、次の連

結会計年度末日満期手形が連結会

計年度末残高に含まれておりま

す。 

受取手形      130百万円 

     



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額 

広告宣伝費  5,577百万円

役員報酬及び給

料手当 
4,782 

研究開発費 3,451 

退職給付費用 296 

役員賞与引当金

繰入額 
89 

役員退職慰労引

当金繰入額 
21 

広告宣伝費 5,068百万円

役員報酬及び給

料手当 
4,802 

研究開発費 3,172 

退職給付費用 306 

役員賞与引当金

繰入額 
93 

    

広告宣伝費 11,396百万円

役員報酬及び給

料手当 
9,078 

研究開発費 7,235 

退職給付費用 602 

役員賞与引当金

繰入額 
188 

役員退職慰労引

当金繰入額 
19 

貸倒引当金繰入

額 
91 

※２．固定資産売却益の主要なもの

は、その他（ゴルフ会員権）の

売却によるものであります。 

※２．固定資産売却益の主要なもの

は、土地、工具器具及び備品の

売却によるものであります。 

※２．固定資産売却益の主要なもの

は、建物及び構築物、土地の売

却によるものであります。 

※３．   ────── ※３．固定資産売却損の主要なもの

は、工具器具及び備品の売却に

よるものであります。 

※３．   ────── 

※４．固定資産除却損の主要なもの

は、工具器具及び備品の除却に

よるものであります。 

※４．固定資産除却損の主要なもの

は、建物及び構築物、工具器具

及び備品の除却によるものであ

ります。 

※４．固定資産除却損の主要なもの

は、工具器具及び備品、建物及

び構築物の除却によるものであ

ります。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※５．   ───── ※５．減損損失 

 当社及び連結子会社では、減

損の兆候を把握するに当たり、

重要な遊休資産、処分予定資産

及び賃貸用資産を除き、各事業

部門を基準とした管理会計上の

区分に従ってグルーピングを行

っております。 

 財務体質の健全化のため、当

中間連結会計期間において以下

の処分予定資産について、帳簿

価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失とし

て特別損失に計上しておりま

す。 

（注）１．退店の意思決定をしたこと

により固定資産の回収可能価

額が大きく低下したと判断し

たため、既存のグルーピング

から切り離し、減損損失を計

上いたしました。なお、回収

可能価額は使用価値を零とし

て算定しております。 

   ２．当社の拠点統合に伴い、今

後使用が見込まれない資産に

ついて、減損損失を計上いた

しました。なお、回収可能価

額は使用価値を零として算定

しております。 

場所 用途 種類 
減損損失
(百万円)

長野県北

佐久郡 

（注１） 

営業設備 
建物及び構築

物等 
17 

栃木県下

都賀郡 

（注２） 

処分予定

資産 

工具器具及び

備品等 
2 

合計     20 

※５．減損損失 

 当社及び連結子会社では、減損

の兆候を把握するに当たり、重要

な遊休資産、処分予定資産及び賃

貸用資産を除き、各事業部門を基

準とした管理会計上の区分に従っ

てグルーピングを行っておりま

す。 

 財務体質の健全化のため、当連

結会計年度において以下の処分予

定資産について、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失として特別損失に計上

しております。 

 回収可能価額の算定に当たって

は、土地については正味売却価額

により測定しており、不動産鑑定

評価、売却予定価額等に基づいて

評価しております。その他の資産

については使用価値を零として減

損損失を測定しております。 

場所 用途 種類 
減損損失
(百万円)

栃木県下

都賀郡 
遊休資産 

土地、建物及

び構築物等 
270 

栃木県下

都賀郡 
遊休資産 

土地、建物及

び構築物等 
115 

静岡県

静岡市 

処分予定

資産 
土地 76 

東京都

台東区 
遊休資産 

土地、建物及

び構築物等 
23 

合計     486 

※６．   ───── ※６．   ───── ※６．特別損失の「その他」に含まれ

る固定資産臨時償却費246百万円

は、一部の工具器具及び備品とソ

フトウェアの耐用年数を工具器具

及び備品は５年から３年に、ソフ

トウェアは５年から１年に変更し

たことに伴い、過年度における償

却差額について臨時償却したもの

であります。 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

該当事項はありません。 

  

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

  
前連結会計年度末 

株式数（株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（株） 

当中間連結会計期間

減少株式数（株） 

当中間連結会計期間

末株式数（株） 

 発行済株式        

   普通株式  98,958,764 ― ― 98,958,764 

合計 98,958,764 ― ― 98,958,764 

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月21日 

取締役会 
普通株式 989 利益剰余金 10  平成18年９月30日  平成18年11月30日



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（注）「効力発生日」には、支払開始日を記載しております。 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

  
前連結会計年度末 

株式数（株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（株） 

当中間連結会計期間

減少株式数（株） 

当中間連結会計期間

末株式数（株） 

 発行済株式        

   普通株式  98,958,764 ― ― 98,958,764 

合計 98,958,764 ― ― 98,958,764 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年６月22日 

定時株主総会 
普通株式 3,463 35 平成19年３月31日 平成19年６月22日 

  
前連結会計年度末 

株式数（株） 

当連結会計年度増加

株式数（株） 

当連結会計年度減少

株式数（株） 

当連結会計年度末 

株式数（株） 

 発行済株式        

   普通株式  98,958,764 － － 98,958,764 

合計 98,958,764 － － 98,958,764 

自己株式        

   普通株式  － － － － 

合計 － － － － 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年11月21日 

取締役会 
普通株式 989 10 平成18年９月30日 平成18年11月30日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成19年６月22日 

定時株主総会 
普通株式 3,463 利益剰余金 35 平成19年３月31日 平成19年６月22日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） 

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成19年９月30日現在） 

※現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

（平成19年３月31日現在） 

現金及び預金勘定  14,478百万円

有価証券勘定 0 

計 14,479 

現金及び現金同等物 14,479 

現金及び預金勘定 13,710百万円

預入期間が３ヵ月を

超える定期預金 
△100 

現金及び現金同等物 13,610 

現金及び預金勘定 19,428百万円

現金及び現金同等物 19,428 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．借主側 

(1）リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

１．借主側 

(1）リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

１．借主側 

(1）リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期

末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

(有形固
定資産)      

機械装置
及び   
運搬具 

13 10 2 

工具器具
及び備品 

179 62 116 

(無形固
定資産)      

ソフト 
ウェア 

6 2 3 

合計 198 76 121 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

(有形固
定資産)      

機械装置
及び   
運搬具 

3 3 0 

工具器具
及び備品 

180 87 92 

(無形固
定資産)      

ソフト 
ウェア 

6 4 1 

合計 189 95 94 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

(有形固
定資産)      

機械装置
及び   
運搬具 

10 9 1 

工具器具
及び備品 

170 70 99 

(無形固
定資産)      

ソフト 
ウェア 

6 3 2 

合計 186 83 103 

（注）取得価額相当額は、未経過 

リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

（注）    同左 （注）取得価額相当額は、未経過 

リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

② 未経過リース料中間期末残

高相当額等 

  未経過リース料中間期末残

高相当額 

② 未経過リース料中間期末残

高相当額等 

  未経過リース料中間期末残

高相当額 

② 未経過リース料期末残高相

当額等 

  未経過リース料期末残高相

当額 

１年以内      38百万円 

１年超 83 

合計 121 

１年以内       35百万円 

１年超 58 

合計 94 

１年以内      36百万円 

１年超 66 

合計 103 

（注）未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。 

（注）    同左 （注）未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。 

③ 支払リース料、リース資産

減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産

減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産

減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額及び減損損失 

支払リース料    19百万円 

減価償却費相

当額 
19 

支払リース料     19百万円 

減価償却費相

当額 
19 

支払リース料    38百万円 

減価償却費相

当額 
38 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

④ 減価償却費相当額の算定方

法 

 リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額

法により算定しております。 

④ 減価償却費相当額の算定方

法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方

法 

同左 

(2）オペレーティング・リース取

引 

 未経過リース料 

(2）オペレーティング・リース取

引 

 未経過リース料 

(2）オペレーティング・リース取

引 

 未経過リース料 

１年以内        5百万円 

１年超 8 

合計 13 

１年以内        5百万円 

１年超 3 

合計 8 

１年以内        5百万円 

１年超 5 

合計 10 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損

失はありません。  

  

（減損損失について） 

 同左 

（減損損失について） 

 同左 

２．貸主側 

(1）リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額、減

価償却累計額、減損損失累計

額及び中間期末残高 

２．貸主側 

(1）リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額、減

価償却累計額、減損損失累計

額及び中間期末残高 

２．貸主側 

(1）リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額、減

価償却累計額、減損損失累計

額及び期末残高 

 
取得価
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額 
(百万円) 

中間期
末残高 
(百万円) 

(有形固
定資産)      

工具器具
及び備品 

2,954 1,273 1,680 

 機械装
置及び  
運搬具 

13 11 1 

(無形固
定資産)      

ソフト 
ウェア 

258 168 90 

合計 3,226 1,454 1,772 

 
取得価
額 
(百万円)

減価償
却累計
額 
(百万円)

中間期
末残高 
(百万円)

(有形固
定資産)      

工具器具
及び備品 

3,615 2,055 1,559 

(無形固
定資産)      

ソフト 
ウェア 

189 113 76 

合計 3,804 2,169 1,635 

 
取得価
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額 
(百万円) 

期末残
高 
(百万円)

(有形固
定資産)      

工具器具
及び備品 

3,945 1,875 2,070 

 機械装
置及び 
運搬具 

13 12 0 

(無形固
定資産)      

ソフト 
ウェア 

230 164 65 

合計 4,189 2,052 2,136 

② 未経過リース料中間期末残

高相当額 

② 未経過リース料中間期末残

高相当額 

② 未経過リース料期末残高相

当額 

１年以内  1,094百万円 

１年超 812 

合計 1,907 

１年以内  1,087百万円 

１年超 701 

合計 1,789 

１年以内  1,325百万円 

１年超 990 

合計 2,315 

（注）未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間

期末残高及び見積残存価額の残

高の合計額が営業債権の中間期

末残高等に占める割合が低いた

め、受取利子込み法により算定

しております。 

（注）    同左 （注）未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高

及び見積残存価額の残高の合計

額が営業債権の期末残高等に占

める割合が低いため、受取利子

込み法により算定しておりま

す。 

 



次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

③ 受取リース料及び減価償却

費 

③ 受取リース料及び減価償却

費 

③ 受取リース料及び減価償却

費 

受取リース料    541百万円 

減価償却費 496 

受取リース料    759百万円 

減価償却費 716 

受取リース料  1,294百万円 

減価償却費 1,205 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損

失はありません。  

  

（減損損失について） 

同左 

（減損損失について）  

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）減損処理の対象銘柄は次の基準としております。 

３．時価評価されていない主な有価証券 

 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

(1) 国債・地方債等 9 9 － 

(2) 社債 － － － 

(3) その他 － － － 

合計 9 9 － 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1) 株式 10,689 13,249 2,559 

(2) 債券       

    国債・地方債等 － － － 

    社債 － － － 

    その他 － － － 

(3) その他 － － － 

合計 10,689 13,249 2,559 

時価の下落率50％以上のもの ………… 全銘柄 

時価の下落率30％以上50％未満のもの ………… 回復可能性がないと判断した銘柄 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1) 満期保有目的の債券   

    非上場債券 － 

(2) その他有価証券   

    ①非上場株式 444 

    ②その他 58 

(3) 子会社株式及び関連会社株式   

    非上場株式 308 



当中間連結会計期間末（平成19年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）減損処理の対象銘柄は次の基準としております。 

３．時価評価されていない主な有価証券 

 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

(1) 国債・地方債等 20 20 －

(2) 社債 － － －

(3) その他 － － －

合計 20 20 －

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1) 株式 235 1,002 767 

(2) 債券 － － －

    国債・地方債等 － － －

    社債 － － －

    その他 － － －

(3) その他 － － －

合計 235 1,002 767 

時価の下落率50％以上のもの ………… 全銘柄 

時価の下落率30％以上50％未満のもの ………… 回復可能性がないと判断した銘柄 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1) 満期保有目的の債券   

    非上場債券                                             - 

(2) その他有価証券   

    ①非上場株式 200 

    ②その他 50 

(3) 子会社株式及び関連会社株式   

    非上場株式 601 



前連結会計年度末（平成19年３月31日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

－ 

３．時価評価されていない主な有価証券 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在）、当中間連結会計期間末（平成19年９月30日現在）及び前連

結会計年度末（平成19年３月31日現在） 

 当社及び連結子会社のデリバティブ取引には、ヘッジ会計を適用しているので該当事項はありません。 

 
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

(1) 国債・地方債等 20 20 －

(2) 社債 － － －

(3) その他 － － －

合計 20 20 －

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

(1) 株式 233 1,022 788 

(2) 債券 － － －

    国債・地方債等 － － －

    社債 － － －

    その他 － － －

(3) その他 － － －

合計 233 1,022 788 

時価の下落率50％以上のもの ………… 全銘柄 

時価の下落率30％以上50％未満のもの ………… 回復可能性がないと判断した銘柄 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1) 満期保有目的の債券   

    非上場債券                                             - 

(2) その他有価証券   

    ①非上場株式 239 

    ②その他 61 

(3) 子会社株式及び関連会社株式   

    非上場株式 172 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 事業区分の方法については、従来、「トイホビー事業」、「アミューズメント施設事業」、「ゲームコンテンツ事

業」、「ネットワーク事業」、「映像音楽コンテンツ事業」及び「その他事業」の６区分によっておりましたが、前連

結会計年度に会社分割を行ったことに伴い、当中間連結会計期間より、「トイホビー事業」と「その他事業」の２区分

となり、全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「トイホビー事業」の割合がいずれも90％を超えて

いるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

 当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「トイホビー事業」の割合がいずれも90％を超えているた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

 前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 事業区分の方法については、従来、「トイホビー事業」、「アミューズメント施設事業」、「ゲームコンテンツ事

業」、「ネットワーク事業」、「映像音楽コンテンツ事業」及び「その他事業」の６区分によっておりましたが、前連

結会計年度に会社分割を行ったことに伴い、当連結会計年度より、「トイホビー事業」と「その他事業」の２区分とな

り、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び資産の合計額に占める「トイホビー事業」の割合がいずれも90％を超

えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至

平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）において、本邦以外の国又は地

域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至

平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

  海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額  552円84銭

１株当たり中間純利益   33円52銭

１株当たり純資産額 547円80銭

１株当たり中間純利益 14円24銭

１株当たり純資産額 568円79銭

１株当たり当期純利益 70円19銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益      

中間（当期）純利益（百万円） 3,317 1,409 6,945 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
3,317 1,409 6,945 

期中平均株式数（株） 98,958,764 98,958,764 98,958,764 



（重要な後発事象） 

     前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

     当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

     前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

(2）【その他】 

該当事項はありません。 

  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 
当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金   10,962     9,645     15,406    

２．受取手形 ※３ 1,858     1,518     1,477    

３．売掛金   20,792     21,845     21,273    

４．親会社株式   13,164     －     －    

５．たな卸資産   1,983     2,628     1,646    

６．短期貸付金   －     5,473     8,410    

７．繰延税金資産   1,525     1,614     2,261    

８．その他   5,461     3,128     3,298    

９．貸倒引当金   △83     △2     △105    

流動資産合計     55,665 57.5   45,851 52.4   53,669 57.5 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

(1）建物 ※２ 7,198     7,104     6,989    

(2）工具器具及び備
品   8,164     6,857     7,282    

(3）土地   13,056     12,327     12,488    

(4）その他 ※２ 1,291     1,118     1,047    

有形固定資産合計   29,710     27,408     27,806    

２．無形固定資産   3,437     5,083     4,137    

３．投資その他の資産                    

(1）投資有価証券   502     1,200     1,256    

(2）関係会社株式   4,197     4,175     4,061    

(3）繰延税金資産   1,031     729     526    

(4）その他   3,341     4,085     2,850    

(5）貸倒引当金   △1,037     △1,106     △990    

投資その他の資産
合計   8,035     9,084     7,704    

固定資産合計     41,183 42.5   41,576 47.6   39,648 42.5 

資産合計     96,848 100.0   87,428 100.0   93,318 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形   1,227     781     1,323    

２．買掛金   13,022     11,910     12,264    

３．１年以内償還予定
の社債   5,000     10,000     10,000    

４．未払金   7,228     6,241     7,241    

５．未払法人税等   2,156     896     2,126    

６．未払消費税等   305     60     690    

７．事業整理損失引当
金   147     60     －    

８．役員賞与引当金   75     81     164    

９．返品調整引当金   －     72     －    

10．その他   2,912     2,156     2,999    

流動負債合計     32,075 33.1   32,261 36.9   36,808 39.4 

Ⅱ 固定負債                    

１．社債   10,000     －     －    

２．退職給付引当金   61     71     17    

３．再評価に係る繰延
税金負債   680     582     582    

４．その他   54     57     43    

固定負債合計     10,796 11.2   711 0.8   642 0.7 

負債合計     42,872 44.3   32,972 37.7   37,451 40.1 

                     

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     24,664     24,664     24,664   

２．資本剰余金                     

資本準備金   6,397     6,397     6,397     

資本剰余金合計     6,397     6,397     6,397   

３．利益剰余金                     

その他利益剰余金                     

固定資産圧縮積
立金 

  220     201     206     

別途積立金   39,043     41,193     39,043     

繰越利益剰余金   3,859     3,079     6,631     

利益剰余金合計     43,123     44,474     45,882   

株主資本合計     74,185 76.5   75,536 86.4   76,944 82.5 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評
価差額金 

    1,496     452     456   

２．繰延ヘッジ損益     －     △0     △0   

３．土地再評価差額金     △21,706     △21,533     △21,533   

評価・換算差額等合
計 

    △20,209 △20.8   △21,081 △24.1   △21,077 △22.6 

純資産合計     53,976 55.7   54,455 62.3   55,866 59.9 

負債純資産合計     96,848 100.0   87,428 100.0   93,318 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     58,221 100.0   51,959 100.0   115,836 100.0 

Ⅱ 売上原価     34,978 60.1   31,353 60.3   70,485 60.9 

売上総利益     23,243 39.9   20,606 39.7   45,351 39.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費     18,251 31.3   17,279 33.3   37,097 32.0 

営業利益     4,991 8.6   3,327 6.4   8,253 7.1 

Ⅳ 営業外収益 ※１   687 1.2   714 1.4   1,390 1.2 

Ⅴ 営業外費用 ※２   222 0.4   158 0.3   373 0.3 

経常利益     5,456 9.4   3,883 7.5   9,271 8.0 

Ⅵ 特別利益 ※３   233 0.4   227 0.4   2,420 2.1 

Ⅶ 特別損失 
※４ 
※５   464 0.8   605 1.2   1,358 1.2 

税引前中間（当期）
純利益     5,225 9.0   3,506 6.7   10,332 8.9 

法人税、住民税及び
事業税   2,123     1,003     2,927    

法人税等調整額   100 2,223 3.8 446 1,449 2.7 481 3,409 3.0 

中間（当期）純利益     3,002 5.2   2,056 4.0   6,923 5.9 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

（注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計
資本準備金 

資本剰余金
合計 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 固定資産圧

縮積立金 
別途積立金 

繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
24,664 6,397 6,397 230 46,043 △5,987 40,286 71,348 

中間会計期間中の変動額                

役員賞与（注）          △165 △165 △165

別途積立金の取崩し（注）         △7,000 7,000 － － 

固定資産圧縮積立金の 

取崩し（注） 
      △9   9 － － 

中間純利益           3,002 3,002 3,002 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

       

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － － △9 △7,000 9,847 2,837 2,837 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
24,664 6,397 6,397 220 39,043 3,859 43,123 74,185 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

土地再評価差額
金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
464 △21,706 △21,242 50,105 

中間会計期間中の変動額        

役員賞与（注）       △165 

別途積立金の取崩し（注）       － 

固定資産圧縮積立金の 

取崩し（注） 
      － 

中間純利益       3,002 

株主資本以外の項目の中間  

会計期間中の変動額（純額） 
1,032 － 1,032 1,032 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
1,032 － 1,032 3,870 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
1,496 △21,706 △20,209 53,976 



当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計
資本準備金 

資本剰余金
合計 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 固定資産圧

縮積立金 
別途積立金 

繰越利益剰
余金 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
24,664 6,397 6,397 206 39,043 6,631 45,882 76,944 

中間会計期間中の変動額                

別途積立金の積立て         2,150 △2,150 － － 

剰余金の配当           △3,463 △3,463 △3,463 

固定資産圧縮積立金の 

取崩し 
      △4   4 － － 

中間純利益           2,056 2,056 2,056 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

       

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － － △4 2,150 △3,552 △1,407 △1,407 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
24,664 6,397 6,397 201 41,193 3,079 44,474 75,536 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益
土地再評価差額
金 

評価・換算差額
等合計 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
456 △0 △21,533 △21,077 55,866 

中間会計期間中の変動額          

別途積立金の積立て         － 

剰余金の配当         △3,463 

固定資産圧縮積立金の 

取崩し 
        － 

中間純利益         2,056 

株主資本以外の項目の中間  

会計期間中の変動額（純額） 
△3 △0 － △3 △3 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△3 △0 － △3 △1,411 

平成19年９月30日 残高 

（百万円） 
452 △0 △21,533 △21,081 54,455 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計 資本準備

金 
資本剰余金
合計 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 固定資産 

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

24,664 6,397 6,397 230 46,043 △5,987 40,286 71,348 

事業年度中の変動額                

固定資産圧縮積立金の 
取崩し（注） 

      △9   9 － － 

固定資産圧縮積立金の 
取崩し 

      △14   14 － － 

別途積立金の取崩し（注）         △7,000 7,000 － － 

剰余金の配当           △989 △989 △989 

役員賞与(注）           △165 △165 △165 

当期純利益           6,923 6,923 6,923 

土地再評価差額金取崩額           △173 △173 △173 

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額） 

                

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － － △23 △7,000 12,619 5,595 5,595 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

24,664 6,397 6,397 206 39,043 6,631 45,882 76,944 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金
評価・換算差額等

合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

464 － △21,706 △21,242 50,105 

事業年度中の変動額          

固定資産圧縮積立金の 
取崩し（注） 

        － 

固定資産圧縮積立金の 
取崩し 

        － 

別途積立金の取崩し（注）         － 

剰余金の配当         △989 

役員賞与(注）         △165 

当期純利益         6,923 

土地再評価差額金取崩額         △173 

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額） 

△7 △0 173 164 164 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△7 △0 173 164 5,760 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

456 △0 △21,533 △21,077 55,866 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定しておりま

す。） 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は、移動平均

法により算定しておりま

す。） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 ただし投資事業有限責任組

合及びこれに類する組合への

出資については組合財産の持

分相当額を投資有価証券とし

て計上し、組合の営業により

獲得した損益の持分相当額を

当期の損益として計上してお

ります。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）デリバティブ取引 

時価法 

(2）デリバティブ取引 

同左  

(2）デリバティブ取引 

同左  

  (3）たな卸資産 

総平均法による原価法 

(3）たな卸資産 

同左 

(3）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産…定率法 

 ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物（建物附属設備

を除く。）については定額法 

 なお、主な耐用年数は、以下

のとおりであります。 

(1）有形固定資産…定率法 

 ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物（建物附属設備

を除く。）については定額法 

 なお、主な耐用年数は、以下

のとおりであります。 

(1）有形固定資産…定率法 

 ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物（建物附属設備

を除く。）については定額法 

 なお、主な耐用年数は、以下

のとおりであります。 

  建物 ３～50年

工具器具及び備品 ２～20年

建物 ３～50年

工具器具及び備品 ２～20年

建物 ３～50年

工具器具及び備品 ２～20年

    （会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当

中間会計期間より、平成19年

４月１日以降に取得した有形

固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却の

方法に変更しております。 

 これにより営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益

は、それぞれ170百万円減少し

ております。 

（追加情報） 

 法人税法の改正に伴い、平

成19年３月31日以前に取得し

た資産については、改正前の

法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により取得価額の

５％に到達した事業年度の翌

事業年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却

しております。 

 これにより営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益

は、それぞれ53百万円減少し

ております。 

 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2）無形固定資産…定額法 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

ソフトウェア（自社利用分） 

          ５年 

(2）無形固定資産…定額法 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

ソフトウェア（自社利用分） 

        １～５年 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権及び破産更生債権については

個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）事業整理損失引当金 

 事業の整理に伴う損失に備え

るため、当社が負担することと

なる損失見込額を計上しており

ます。 

(2）事業整理損失引当金 

同左 

    ────── 

  (3）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、当

事業年度における支給見込額の

当中間会計期間負担額を計上し

ております。 

（会計方針の変更） 

 当中間会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号 平成17年11月

29日）を適用しております。 

  これにより営業利益、経常利

益、税引前中間純利益及び中間

純利益は、それぞれ75百万円減

少しております。 

(3）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、当

事業年度における支給見込額の

当中間会計期間負担額を計上し

ております。 

(2）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、当

事業年度における支給見込額に

基づき計上しております。 

（会計方針の変更） 

 当事業年度より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計

基準第４号 平成17年11月29

日）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益は、そ

れぞれ164百万円減少しておりま

す。 

      ────── (4）返品調整引当金 

 中間会計期間末後の返品損

失に備えるため、過去の返品

実績により見積もった当中間

会計期間負担額を計上してお

ります。 

（追加情報） 

 従来、返品に伴う損失は返品

を受けた期の売上高の控除とし

て処理しておりましたが、今後

金額的重要性が増すことが考え

られるため、当中間会計期間か

ら過去の返品実績により見積も

った返品損失負担額を返品調整

引当金として計上する方法に変

更いたしました。 

 これにより売上総利益、営業

利益、経常利益及び税引前中間

純利益は、それぞれ72百万円減

少しております。 

    ────── 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 なお、数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額

法により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処理

しております。 

(5）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 なお、数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額

法により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処理

しております。 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法      

 繰延ヘッジ処理によっており

ます。 

 なお、為替予約については振

当処理の要件を充たしている場

合には振当処理を行っておりま

す。 

(1）ヘッジ会計の方法      

同左 

(1）ヘッジ会計の方法      

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約 

ヘッジ対象 

外貨建債権債務及び予定取

引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3）ヘッジ方針 

 事業活動に伴う為替変動によ

るリスクを低減させることを目

的としております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ有効性の判定は、原則

としてヘッジ開始時から有効性

判定時点までの期間において、

ヘッジ対象の相場変動又はキャ

ッシュ・フロー変動の累計とヘ

ッジ手段の相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動の累計とを比

較し、両者の変動額等を基礎に

して判断しております。 

 ただし、ヘッジ手段とヘッジ

対象の資産・負債又は予定取引

に関する重要な条件が同一であ

る場合には、有効性が100%であ

ることが明らかであるため、有

効性の判定は省略しておりま

す。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理について 

 税抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び預り

消費税等は相殺のうえ流動負債

の未払消費税等として表示して

おります。 

(1）消費税等の会計処理について 

同左 

(1）消費税等の会計処理について 

税抜方式によっております。 

  (2）圧縮積立金の取扱い 

  中間会計期間に係る納付税額

及び法人税等調整額は、圧縮積

立金の取崩しを前提として、当

中間会計期間に係る金額を計算

しております。 

 ──────  ────── 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は53,976百万円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

─────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は55,867百万円でありま

す。 

 なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。 

（ストック・オプション等に関する会

計基準）  

 当中間会計期間より、「ストッ

ク・オプション等に関する会計基

準」（企業会計基準第８号 平成17

年12月27日）及び「ストック・オプ

ション等に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第11号 

平成18年５月31日）を適用しており

ます。 

 これにより営業利益及び経常利益

は、それぞれ100百万円減少しており

ますが、税引前中間純利益及び中間

純利益に影響はありません。 

─────── （ストック・オプション等に関する会

計基準）  

 当事業年度より、「ストック・オ

プション等に関する会計基準」（企

業会計基準第８号 平成17年12月27

日）及び「ストック・オプション等

に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第11号 平成18

年５月31日）を適用しております。 

 これにより営業利益及び経常利益

は、それぞれ100百万円減少しており

ますが、税引前当期純利益及び当期

純利益に影響はありません。 



表示方法の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（中間貸借対照表） 

────── 

（中間貸借対照表） 

 １．前中間期まで、流動資産の「その他」に含めて表示

しておりました短期貸付金は、当中間期末において資

産の総額の100分の５を超えたため、「短期貸付金」

として区分掲記することにいたしました。 

なお、前中間期末における流動資産の「その他」に含

まれる短期貸付金は、2,400百万円であります。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

─────── ─────── （固定資産の耐用年数の変更） 

 従来、データカードダスの筐体及

びソフトウェアについては、耐用年

数５年として減価償却を行ってきま

したが、競争激化による商品サイク

ルの短縮化に伴い、当事業年度より

筐体については３年、ソフトウェア

については１年に耐用年数を変更い

たしました。 

 この変更により、販売費及び一般

管理費に減価償却費を560百万円追加

計上するとともに、過年度分につい

て特別損失に「固定資産臨時償却

費」を246百万円計上しました。この

結果、従来の耐用年数によった場合

と比べ、営業利益及び経常利益はそ

れぞれ560百万円減少し、税引前当期

純利益は806百万円減少しておりま

す。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

               29,881百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

               35,019百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

              32,510百万円 

※２．圧縮記帳 

 圧縮記帳により次の金額を取得

価額から控除しております。 

内訳 金額 

建物 73百万円 

その他（機械及び装置） 26 

合計 100 

※２．圧縮記帳 

同左 

※２．圧縮記帳 

同左 

※３．中間期末日満期手形 

 中間期末日満期手形の会計処理

は、手形交換日をもって決済処理

しております。なお、当中間会計

期間の末日は金融機関の休日であ

ったため、次の中間期末日満期手

形が中間期末残高に含まれており

ます。 

受取手形     147百万円 

※３．中間期末日満期手形 

 中間期末日満期手形の会計処理

は、手形交換日をもって決済処理

しております。なお、当中間会計

期間の末日は金融機関の休日であ

ったため、次の中間期末日満期手

形が中間期末残高に含まれており

ます。 

受取手形      178百万円 

※３．期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済

処理しております。なお、当期末

日が金融機関の休日であったた

め、次の期末日満期手形が期末残

高に含まれております。 

  

受取手形      130百万円 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 20百万円

受取配当金 209 

賃貸料収入 297 

業務受託収入 124 

受取利息 61百万円

受取配当金 187 

賃貸料収入 227 

業務受託収入 135 

受取利息     56百万円

受取配当金 294 

賃貸料収入 568 

業務受託収入 286 

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 

社債利息 49百万円

貸与資産経費 151 

社債利息 34百万円

貸与資産経費 118 

社債利息 98百万円

貸与資産経費 229 

※３．特別利益のうち主要なもの ※３．特別利益のうち主要なもの ※３．特別利益のうち主要なもの 

貸倒引当金戻入

額 
30百万円

国庫補助金等収

入 
102 

株式報酬受入益 100 

貸倒引当金戻入

額 
105百万円

株式報酬受入益 116 

親会社株式売却

益 
1,983百万円

株式報酬受入益 100 

国庫補助金収入 102 

固定資産売却益 209 

※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損 91百万円

固定資産圧縮損 100 

貸倒引当金繰入

額 
273 

関係会社株式評

価損 

315百万円

事業整理損失引

当金繰入額 
60 

貸倒引当金繰入

額 
154 

固定資産除却損 171百万円

減損損失 486 

固定資産臨時償

却費 

246 

固定資産圧縮損 100 

貸倒引当金繰入

額 
225 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※５．   ────── ※５．減損損失 

 当社では、減損の兆候を把握

するに当たり、重要な遊休資

産、処分予定資産及び賃貸用資

産を除き、各事業部門を基準と

した管理会計上の区分に従って

グルーピングを行っておりま

す。 

 財務体質の健全化のため、当

中間会計期間において以下の処

分予定資産について、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として特別

損失に計上しております。 

（注）１．退店の意思決定をしたこと

により固定資産の回収可能価

額が大きく低下したと判断し

たため、既存のグルーピング

から切り離し、減損損失を計

上いたしました。なお、回収

可能価額は使用価値を零とし

て算定しております。 

   ２．当社の拠点統合に伴い、今

後使用が見込まれない資産に

ついて、減損損失を計上いた

しました。なお、回収可能価

額は使用価値を零として算定

しております。 

場所 用途 種類 
減損損失
(百万円)

長野県北

佐久郡 

（注１） 

営業設備 
建物及び構築

物等 
17 

栃木県下

都賀郡 

（注２） 

処分予定

資産 

工具器具及び

備品等 
2 

合計     20 

※５．減損損失 

 当社では、減損の兆候を把握

するに当たり、重要な遊休資

産、処分予定資産及び賃貸用資

産を除き、各事業部門を基準と

した管理会計上の区分に従って

グルーピングを行っておりま

す。 

 財務体質の健全化のため、当

事業年度において以下の処分予

定資産について、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失として特別損失

に計上しております。 

 回収可能価額の算定に当たっ

ては、土地については正味売却

価額により測定しており、不動

産鑑定評価、売却予定価額等に

基づいて評価しております。そ

の他の資産については使用価値

を零として減損損失を測定して

おります。 

場所 用途 種類 
減損損失
(百万円)

栃木県下

都賀郡 
遊休資産 

土地、建物及

び構築物等 
270 

栃木県下

都賀郡 
遊休資産 

土地、建物及

び構築物等 
115 

静岡県

静岡市 

処分予定

資産 
土地 76 

東京都

台東区 
遊休資産 

土地、建物及

び構築物等 
23 

合計     486 

 ６．減価償却実施額  ６．減価償却実施額  ６．減価償却実施額 

有形固定資産  2,181百万円

無形固定資産 112 

有形固定資産 2,554百万円

無形固定資産 653 

有形固定資産 5,653百万円

無形固定資産 809 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

 前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

 当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

 前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１．借主側 

(1）リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び中間期末残高相当額 

１．借主側 

(1）リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び中間期末残高相当額 

１．借主側 

(1）リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外の 

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 

(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 

(百万円) 

中間期末
残高相当
額 

(百万円) 

（有形固
定資産） 
工具器具
及び備品 

181 64 116 

車両及び

運搬具 
3 2 1 

（無形固
定資産） 
ソフト 
ウェア 

175 140 34 

合計 360 208 152 

 
取得価額
相当額 

(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 

(百万円) 

中間期末
残高相当
額 

(百万円) 

（有形固
定資産） 
工具器具
及び備品 

161 85 75 

車両及び

運搬具 
3 3 0 

（無形固
定資産） 
ソフト 
ウェア 

39 26 12 

合計 204 115 88 

 
取得価額
相当額 

(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 

(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

（有形固
定資産） 
工具器具
及び備品 

177 76 100 

車両及び

運搬具 
3 3 0 

（無形固
定資産） 
ソフト 
ウェア 

106 88 18 

合計 288 168 119 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

（注）    同左 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

② 未経過リース料中間期末残高相当

額等 

     未経過リース料中間期末残高相当

額 

② 未経過リース料中間期末残高相当

額等 

     未経過リース料中間期末残高相当

額 

② 未経過リース料期末残高相当額等

   未経過リース料期末残高相当額 

１年以内    60百万円

１年超 91 

合計 152 

１年以内     37百万円

１年超 50 

合計 88 

１年以内    47百万円

１年超 72 

合計 119 

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定

しております。 

（注）    同左 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。 

③ 支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額及び

減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額及び

減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額及び

減損損失 

（注）全額解約による取崩額であります。 

支払リース料   34百万円

リース資産減損勘

定の取崩額（注） 

  160 

減価償却費相当額 34 

支払リース料     11百万円

減価償却費相当額 11 

（注）全額解約による取崩額であります。 

支払リース料  67百万円

リース資産減損勘定

の取崩額（注） 

 160 

減価償却費相当額 67 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法により算

定しております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はありません。  

（減損損失について） 

       同左 

（減損損失について） 

       同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

（重要な後発事象） 

     前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

     当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

     前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

  



(2）【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第59期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月25日関東財務局長に提出。

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

平成19年10月16日関東財務局長に提出。 

事業年度（第59期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月18日

株 式 会 社 バ ン ダ イ   

  取締役会 御中    

  あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 大塚 敏弘  印 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 佐々 誠一  印 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 椎名  弘  印 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社バンダイの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株

主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社バンダイ及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年12月18日

株 式 会 社 バ ン ダ イ   

  取締役会 御中    

  あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 椎名  弘  印 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 佐々 誠一  印 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 金子 能周  印 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社バンダイの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年４

月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社バンダイ及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月18日

株 式 会 社 バ ン ダ イ   

  取締役会 御中    

  あずさ監査法人

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 大塚 敏弘  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 佐々 誠一  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 椎名  弘  印 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社バンダイの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第59期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社バンダイの平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年12月18日

株 式 会 社 バ ン ダ イ   

  取締役会 御中    

  あずさ監査法人

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 椎名  弘  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 佐々 誠一  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 金子 能周  印 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社バンダイの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第60期事業年度の中間会計期間（平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本

等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社バンダイの平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 
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